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平 成 ２ １ 年 度 事 業 計 画 

 
 

              福祉住環境コーディネーター協会 
    平成 2１年 4月 1日～平成 2２年３月 31日 

 
 本協会は、その活動を通じて個々の会員の能力向上と福祉住環境コーディネータ

ーの認知度の向上につとめ、会員の啓発と活躍を支援する使命を果たします。 
 本年度は研修事業への地域性反映に努めるなど、会員本位の運営のために、会員

のニーズに沿った事業展開と組織基盤の強化をはかることとし、その重点目標を次

のように定め、以下の事業を行います。 
 
重点目標 
   ◎ 福祉住環境コーディネーターに必要な知識についての研修、情報の収集

と提供機能の強化。 
◎ 会員組織の強化、新たなサービスの開発と提供。 
◎ 会員相互および関係職種者との交流・ネットワーク強化に資する事業。 

 
１ 研修・啓発に関する事業 

（１） スキルアップセミナーの実施 
     検定試験合格レベルより更に高いレベルの知識提供のために、より

実践的な内容で実施する。実施に際しては、これまでの体系を再構築

し、地域的なニーズ等への対応をはかるために地域活動団体及び公的

な機関等と連携した事業展開に努める。 
（２）施設見学会の実施 
    国内外の医療・福祉・介護・福祉機器関連施設の見学会を、当協会

にふさわしい視点・方法で実施する。 
 

２ 情報の収集と提供機能に関する事業 
（１） 情報誌の発行（年 3回） 
（２） ホームページ・メールマガジンの機能強化 
    ホームページのコンテンツを更に充実するとともに、現行のメール

マガジンに加えて、有識者の提供するメールニュースを随時配信し、

広報機能を強化する。 
（３） 情報提供サービスの充実 
    インターネット等により会員が各種情報を収集できるメニューを充

実するとともに、携帯電話への情報発信サービスの具体化に取り組む。 
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（４） 地方自治体へのＰＲ活動 

       各自治体に管内の会員を紹介すると同時に、情報誌を送付し「住宅

改修に関する理由書」への対応について調査をおこなう。調査結果に

ついてはホームページに掲載し、自治体等へも公開する。 
（５）職能団体・地域活動団体等との連携 

       福祉用具関連の有力な展示会への出展、「福祉用具の日（10月 1日）」
協賛事業などをおこなうことにより福祉住環境コーディネーターの認

知度の向上をはかる。 
 
３ 会員の交流に資する事業、及び組織・サービスの強化に関する事業 

（１） タウンミーティングの実施 
      ＦＪＣ検定合格者相互あるいは関係職種者との相互啓発、ネットワ

ーク強化のための交流事業を全国で開催する。 
（２） 新たな会員サービス事業 
      新入会員及び入会後間もない会員のための啓発事業「ステップアッ

プ・フォーラム」など、新たな切り口の事業により、会員サービスメ

ニューを強化する。 
 


